
目 2 商工振興費

会計種別

2 労働環境の向上 1

細々目 1 商工振興費

多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 329

雇用確保の促進

1 商工費項

一般細　目 1

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11

予算種別 継続 経常

事業名 中小企業振興資金等融資事業

予算費目
款 7 商工費

商工振興費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
制度融資の円滑な運用と利用者の借受負担の
軽減を図るため、金融機関預託金及び債務保
証料補給金を行っている。債務保証料補給金
については、制度融資利用者が信用保証協会
に支払った保証料について、市が全額補給し
ている。

中小企業者等を対象とした低利で有利な制度
融資を整備することにより、中小企業者等の
経営の安定化を図り、もって労働環境の向上
を図る。

信用保証協会との協力により、中小企業者
に対する融資を円滑にし、かつ、その債務
保証料の補給措置を講ずることにより、経
営基盤の安定を図り、もって中小企業の振
興育成を図る。

事務区分　(根拠法令) 自治事務

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）金融審査会開催回数 Ｈ２４年度中小企業振興資金融資実績額

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

予算現額（円） 決算額（円）

12 12 設定が困難 156,000千円
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

合　　　計 0 0

一 般 財 源

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

合　　　計 0 0

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

4 ACTION
課 題 改 善 策

一般資金等融資限度額をどのような基準により設定すべきかについて
検討が必要。

近年の景気低迷による中小企業の現状や他市の融資限度額、あるい
は金融円滑化法が期限切れを迎えることなどを総合的に勘案し、関係
機関と調整し、一般資金等融資限度額をＨ２５年度から1,000万円へ引
き上げる。（従前750万円）

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

融資限度額の引き上げ効果等を注視しながら、現在の施策
を推進していく。

その他
上記活動指標と成果指標については、今後客観的で合理性のある指標を研究していきたい。
また、本事業は工業の振興と商業・サービス業の活性化にも寄与している。
また、予算は№344で計上。



その他
制度融資関係の予算は12・2・2で計上。
市長等企業訪問の予算は人件費のみ。
成果指標における目標値設定は困難である。

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

当面は現在の施策を推進していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

【市長等企業訪問】
毎年５月の求人確保促進月間に企業訪問を実施しているが、日程調整
等の関係から訪問企業数が限られてくる。今後は副市長や部長の企業
訪問を模索する必要がある。

【市長等企業訪問】
Ｈ２３年度は５月の市長企業訪問数を従来の４社から９社に増やした。
Ｈ２４年度は５月の市長企業訪問６社に加え、大手半導体製造メーカー
の合理化計画により１０月に８社、１１月には緊急雇用対策本部員（部
長クラスで構成）により２５６社訪問。合計で２７０社訪問。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.3 1,779,000

合　　　計 0 0 合　　　計 0 0

一 般 財 源

そ の 他

県 支 出 金支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

できるだけ多く訪問 270社 1
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）市長等企業訪問数 年度末宇部管内有効求人倍率

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

労働諸費・人件費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
市内の雇用確保は、市活性化の最重点課題で
あり、関係機関と連携の上、積極的な雇用確
保に努める。

企業訪問を推進していくことで、新規学卒予
定者だけでなく高年齢者や障害者の雇用確保
の効果を図ることができる。

市長による市内企業への訪問をはじめ、市
内企業に対し定期的に雇用確保の依頼を行
う。また、高齢者、障がい者等の雇用確保
に努める。更には、制度融資の充実にも努
める。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 雇用確保推進事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 3

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 336

雇用確保の促進

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 1

細々目 1 労働諸費・人件費



目 2 商工振興費

会計種別

2 労働環境の向上 1

細々目 1 商工振興費

多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 356

雇用確保の促進

1 商工費項

一般細　目 1

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11

予算種別 継続 経常

事業名 中小企業相談所補助事業

予算費目
款 7 商工費

商工振興費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
既存企業の経営体質を強化するため、県、商
工会議所と連携して経営指導支援を行うとと
もに、円滑な資金調達を図るため、融資制度
の充実を図る。特に、厳しい経済状況下にお
いて適正な経営指導は既存企業のフォローの
観点から重要である。

事業者の経営体質の強化を目的とした経営指
導と安定した雇用のための中小企業への支
援。

講習会の開催、経営診断・巡回指導等の促
進、融資制度の充実。

事務区分　(根拠法令) 自治事務

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）中小企業相談所における相談件数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

予算現額（円） 決算額（円）

出来るだけ多く 3,291件
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

合　　　計 0 0

一 般 財 源

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

合　　　計 0 0

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

4 ACTION
課 題 改 善 策

特になし。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

現在の施策を推進していく。

その他
上記活動指標や成果指標については、今後客観的で合理性のある指標を研究していく。
また、本事業は工業の振興と商業・サービス業の活性化にも寄与している。
予算は№345で計上



その他 平成16年2月23日に締結した雇用・能力開発機構所有財産売買契約により平成26年2月まで公用等用途使用の特約有

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

雇用・能力開発機構所有財産売買契約の公用等用途使用
の特約が失効する平成26年3月以降の施設のあり方につい
て検討が必要。

4 ACTION
課 題 改 善 策

施設全体が老朽化しているため施設を適切に維持管理することが大き
な課題である。また、職業訓練に必要なクレーンなどの特殊設備も保有
しており、これらを安全かつ適正に管理する必要がある。また、当該施
設は使用許可による貸館業務であるため、市が直接事業を行う必要性
が薄れてきている。

施設内に委託の管理人を常駐させている。引き続き、管理人との連携
を密に図り施設の適正な維持管理に努める。また、大規模な修繕につ
いては計画的に取り組む。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある A　有効性が高い A　効率性が高い B　概ね目標を達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 296,500

合　　　計 7,126,930 6,354,669 合　　　計 7,126,930 6,354,669

一 般 財 源 32 1,603,930

4,290,526

2,064,143

そ の 他 68 5,523,000

県 支 出 金支
出
内
訳

雇用能力開発支援センター管理運営費 7,126,930 6,354,669

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

250 261 15,000 11,378
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）年間施設使用日数 年間延べ利用人数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
75.9

雇用能力開発支援セン
ター管理運営事業

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
当センターは、国の撤退により、職業能力開
発の推進、労働者のキャリア形成の支援を図
り、労働者の地位向上、地域経済の発展を目
的として平成16年4月に市施設として開設し
た。経済情勢が厳しい中、訓練内容は多い
が、施設の老朽化により維持管理経費が嵩ん
でいる。

地域に開かれた教育訓練の場として、地域
ニーズに呼応できる体制に努めており、今後
も職業能力開発施設としての期待を集めてい
る。

職業訓練に係る貸館機能が主であり、山口
県労働基準協会を始め、職業訓練機関等が
各種訓練を行っている。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 雇用能力開発支援センター施設維持管理事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 7

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 337

職業能力の開発向上

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 2

細々目 1
雇用能力開発支援セン
ター管理運営事業



その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

4 ACTION
課 題 改 善 策

特になし。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 296,500

合　　　計 336,000 336,000 合　　　計 336,000 336,000

一 般 財 源 100 336,000 336,000

そ の 他

県 支 出 金支
出
内
訳

修繕工事 336,000 336,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

２カ所 ２カ所
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）設定が困難 雨漏り箇所の工事履行状況

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

雇用能力開発支援セン
ター管理運営事業

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
全体的に施設の老朽化が顕著であるが、管理
棟講師控室周辺と実習棟の雨漏り補修は早急
な対応が必要。

施設の適正な維持管理 雨漏りポイントが特定できる場合は部分補
修とし、雨量や風向き等により雨漏り箇所
を特定することが困難な場所においては、
可能性のある一定の面を補修する。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 新規 臨時

事業名 雇用能力開発支援センター改修事業（雨漏り補修）

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 7

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 354

職業能力の開発向上

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 2

細々目 1
雇用能力開発支援セン
ター管理運営事業



その他
市長等企業訪問の予算は人件費のみ。
成果指標における目標値設定は困難である。

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

今後は副市長や部長による企業訪問も視野に入れながら、
現在の市長訪問等を継続していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

国や県といかに連携を図り事業を推進していくかが課題となる。 ハローワーク、地域職業相談室及び県民局との連携を強化する中で、
Ｈ２４年度は５月の市長企業訪問６社に加え、大手半導体製造メーカー
の合理化計画により１０月に８社、１１月には緊急雇用対策本部員（部
長クラスで構成）により２５６社訪問。合計で２７０社訪問。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.3 1,779,000

合　　　計 0 0 合　　　計 0 0

一 般 財 源

そ の 他

県 支 出 金支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

できるだけ多く訪問 270社 1
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）市長企業訪問数 宇部管内有効求人倍率

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

労働諸費・人件費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
有効求人倍率が低迷する本市の状況におい
て、若者・女性・高齢者・障害者の就業を推
進していく必要がある。

事業の推進により、少しでも働く意志のある
若者、女性、高齢者、障がい者の就業の促進
を図る。

広域の会議で推進する若者サポートステー
ション事業も支援しながら、若者の就業促
進を図る。女性・高齢者・障がい者の雇用
促進においても、地域職業相談室との連携
を図りながら、事業の推進を図る。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 就業対策促進事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 3

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 338

就業対策の充実

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 3

細々目 1 労働諸費・人件費



その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

現在の施策を推進していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

特になし。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.1 593,000

合　　　計 288,000 206,854 合　　　計 288,000 206,854

一 般 財 源 100 288,000 206,854

そ の 他

県 支 出 金支
出
内
訳

通信運搬費 288,000 206,854

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

出来るだけ多く 8,816件
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）設定が困難 地域職業相談室求職相談件数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

労働諸費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
労働基準監督署・公共職業安定所の再編に係
る代替措置として、国と市との協働事業によ
る地域職業相談室を平成21年4月より開設し
ている。

署・所の再編後の措置となる地域職業相談室
を県内で初めて設置することにより、宇部公
共職業安定所と連携を図りつつ再編後の影響
を解消させていく。

市が施設提供及び維持管理を行い、国が相
談員を派遣する。当該相談室は、求職相談
等就職に係る相談に応じる。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 地域職業相談室管理事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 2

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 350

就業対策の充実

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 3

細々目 5
地域職業相談室管理事

業



その他 勤労福祉共済会加入者数　Ｈ21：829人、Ｈ22：748人、Ｈ23：675人、平均751人

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

引き続き制度の普及活動に努めながら現在の施策を推進
していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

勤労福祉共済会加入者数は、Ｈ１８年度１,００１人、Ｈ１９年度１,００２
人、Ｈ２０年度８９４人、Ｈ２１年度８２９人、Ｈ２２年度７４８人、Ｈ２３年度
６７５人、Ｈ２４年度６６５人と減少傾向にあり、今後の利用促進が課題と
なっている。
一方中小企業退職金共済金加入補助事業所数は、Ｈ１８年度５７事業
所、Ｈ１９年度５９事業所、Ｈ２０年度５８事業所、Ｈ２１年度５１事業所、
Ｈ２２年度５３事業所、Ｈ２３年度５０事業所、Ｈ２４年度５２事業所と横ば
いの状況である。

勤労福祉共済会事業においては、平成２４年１０月から平成２５年３月
の加入促進強化月間において、８０事業所を訪問し加入及び増口の勧
誘を行った。また、新規に市ホームページにおいて制度の紹介及び山
口県勤労福祉共済会のホームページへのリンクを掲載した。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い B　概ね目標を達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 296,500

合　　　計 1,112,000 828,000 合　　　計 1,112,000 828,000

一 般 財 源 100 1,112,000 828,000

そ の 他

中小企業退職金共済掛金補助金 950,000 666,000 県 支 出 金支
出
内
訳

勤労福祉共済会補助金 162,000 162,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

50事業所 80事業所 751 665
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）勤労福祉共済会加入促進のための訪問事業所数 勤労福祉共済会加入者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
88.5

労働諸費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
中小企業における未組織の勤労者の福祉増進
を支援するため、当該勤労者で組織する勤労
福祉共済会の一部運営支援を行うとともに、
中小企業事業主の行う退職金掛金の一部支援
を行う。

中小企業の勤労者の福祉の増進を図ることに
より、雇用の安定にも繋がり、中小企業の発
展を促すことにもなる。

勤労福祉共済会補助金：県との連携を図る
中で、共済会へ補助金交付を行うことによ
り、勤労者の福祉の増進を図る。中小企業
退職金共済掛金事業主負担補助金：中小企
業事業主へ負担補助を行うことにより、退
職金制度を持たない中小企業の従業員の福
祉の増進を図る。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 勤労福祉推進事業（勤労福祉共済会補助金・中小企業退職金共済掛金事業主負担補助金）

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 2

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 339

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1 労働諸費



その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

当面は現在の施策を推進していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

各事業の参加団体数は、ほぼ維持されている。地区労働者福祉協議
会は、総会・駅伝・メーデー・ボランティア活動等を、労働福祉対策費で
は地協がメーデー・ボランティア・クリーン作戦等を、中小企業福祉事業
では小野田労福協が健康相談窓口・スポーツ大会等を実施している。

山陽小野田地域協議会は組織再編により中部地域協議会に改編。こ
れに伴い、補助金の額を精査し減額とした。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 296,500

合　　　計 2,555,000 1,943,000 合　　　計 2,555,000 1,943,000

一 般 財 源 100 2,555,000 1,943,000

そ の 他

労働福祉対策費補助金 1,934,000 1,322,000 県 支 出 金支
出
内
訳

地区労働者福祉協議会補助金 135,000 135,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

中小企業福祉事業補助金 486,000 486,000 地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）設定が困難 設定が困難

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

労働諸費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
勤労者の労働福祉の向上を図るため、労働福
祉を目的とする労働者団体の支援を図ること
により、勤労者の福利厚生の充実を行う。

勤労者の福祉向上を図ることにより、雇用の
安定確保を図ることができる。

各団体の運営経費の一部に対する補助金交
付を行うことにより、勤労者の福祉向上を
図る。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 労働者団体支援事業（地区労働者福祉協議会・労働福祉対策費・中小企業福祉事業）

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 2

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 340

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1 労働諸費



その他 活動指標及び成果指標における目標値設定は困難である。

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

県や金融機関と連携し制度の普及に努めながら現在の施
策を推進していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

現状として、Ｈ１９年度末の貸付残額は小口２,７６６千円（７件）・緊急６１
千円（１件）、Ｈ２０年度末の貸付残額は、小口１,６４９千円（５件）、Ｈ２１
年度末の貸付残額は小口９１０千円（１件）、Ｈ２２年度末の貸付残額は
小口４９５千円（１件）、Ｈ２３年度末の貸付残額は小口３３５千円（１
件）、Ｈ２４年度末の貸付残額は小口１７０千円（１件）である。

県や金融機関と連携し制度の普及に努める。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 296,500

合　　　計 9,400,000 112,000 合　　　計 9,400,000 112,000

一 般 財 源

112,000そ の 他 100 9,400,000

県 支 出 金支
出
内
訳

資金貸付預託金 9,400,000 112,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

０円
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）設定が困難

Ｈ24年度中小企業勤労者小口資金・離職者緊急対策資金
貸付実績額

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

労働諸費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
中小企業の勤労者の生活の安定と福祉の向上
を図るため、県、金融機関と連携し、一定の
資金の貸付等を行う。また、当該制度の啓発
に努める。

貸付制度の充実を図ることで、中小企業勤労
者の生活安定と福祉の向上を図る。

県の貸付制度に協調し、金融機関が次の貸
付を行う。①山口県・市町中小企業勤労者
小口資金貸付制度、②山口県・市町離職者
緊急対策資金貸付制度、③中小企業勤労者
賃金遅払資金貸付制度

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 労働福祉金融制度事業（勤労者緊急小口資金貸付預託金）

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 2

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 341

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1 労働諸費



その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

施設の適正管理に努めながら現在の施策を推進していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

利用者はＨ１９年度が１６,９０４人、Ｈ２０年度が１８,７４４人、Ｈ２１年度
が１７，５５３人、Ｈ２２年度が１５，７３４人、Ｈ２３年度が１６，７７９人、Ｈ
２４年度が１６，２７８人で減少傾向にある。

施設の適正維持に努める。Ｈ２４年度から大ホールのスポーツ使用区
分を個人団体から半面全面に改正。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い B　有効性が認められる A　効率性が高い B　概ね目標を達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.1 593,000

合　　　計 7,048,000 6,847,827 合　　　計 7,048,000 6,847,827

一 般 財 源 81 5,345,000

1,284,100

5,563,727

そ の 他 19 1,703,000

県 支 出 金支
出
内
訳

労働会館運営費 7,048,000 6,847,827

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

12回 12回 16,689人 16,278人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）施設の定期点検 年間利用者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
97.5

労働諸費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

健全な勤労文化の高揚を図り、広く市民の福
祉増進に資することを目的として、昭和56年
に開館し、多くの市民に利用されている。一
方で、施設・設備の老朽化により維持管理経
費が嵩んでいる。

多くの市民の利用により、市民福祉の増進に
資する。

貸館業務、指定管理導入（平成19年10月1
日～平成22年3月31日）⇒更新（平成22年4
月1日～平成25年3月31日）
Ｈ２４年度に更新手続きを行う。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 労働会館運営事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 2

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 342

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1 労働諸費



その他

A
計画どおり事業を進めることが適当

A
計画どおり事業を進めることが適当

現在の施策を推進していく。

4 ACTION
課 題 改 善 策

申請手続きの簡素化に努める。 Ｈ２４年度から電子メールでの申請受付を開始。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 296,500

合　　　計 199,000 165,961 合　　　計 199,000 165,961

一 般 財 源 100 199,000 165,961

そ の 他

県 支 出 金支
出
内
訳

優良勤労者表彰 199,000 165,961

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

できるだけ多く 43人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）設定が困難 表彰者の人数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

労働諸費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
成績優秀な勤労者を表彰し、地域産業の発展
に貢献した人たちの功績を称える。

成績優秀な勤労者を表彰することによって、
勤労者の勤労意欲の高揚を図り、もって地域
産業の発展に資する。

同一事業所に25年以上勤務した者、顕著な
技術開発等により事業所の発展に寄与した
者、農林水産業に専業として25年以上従事
した者、勤労生徒等、成績優秀な勤労者を
表彰する。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 優良勤労者表彰事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 2

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 商工労働観光課 商工労働係 No 352

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 1 労働諸費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1 労働諸費



その他

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

利用者増加、特に「勤労青少年ホーム」としての本来機能を果たす為、
勤労青少年の利用促進を目指す。
施設は、老朽化が目立つことから、利用者が安全かつ快適に利用でき
るよう、施設の改修、備品の更新等が必要。

利用者が利用しやすい環境を整え、利用者の増加に努める。また、特
に勤労青少年が利用しやすいよう、主催講座等の充実を図る。
近年の社会情勢も影響し、「勤労青少年」の利用は少なく、利用者の大
半が、公民館利用者と変わりない。利用者の間からも、2施設の区分け
が明確ではないとの意見も聞かれる。勤労青少年ホームと高千帆公民
館併設という現状について、今一度検討が必要と考える。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる A　目標どおり達成している

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.95 5,407,560

合　　　計 6,697,000 6,822,901 合　　　計 6,697,000 6,822,901

一 般 財 源 5,384,000

1,384,566

5,438,335

そ の 他 1,313,000

県 支 出 金支
出
内
訳

勤労青少年ホーム費 6,697,000 6,822,901

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

12,000人 13,568人 12,000人 13,568人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）利用者数 利用者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
113.1

勤労青少年ホーム運営
業務費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

昭和54年 勤労青少年福祉法に基づき、勤労
青少年の福祉増進と健全な育成を図るための
福祉施設として勤労青少年ホームを設置。
（設置当時から、高千帆公民館と併設）維持
管理を行う。近年では、勤労青少年（35歳未
満）を取り巻く雇用環境の変化により、勤労
青少年の利用は減少傾向にあり、条例第５条
適用の特例使用が多い状況となっている。
（参考：高千帆公民館 利用者数 28,480
人）

勤労青少年（35歳未満）に限ることなく、利
用できる対象年齢を広げ、主催講座の開催、
クラブ活動の推進を行う。また、スポーツ、
文化振興等の目的の為、活動場所が必要な団
体または個人に貸館業務を行う。また、利用
者が安全、かつ快適に館利用ができるよう、
施設の維持整備を行う。

・主催講座・クラブ活動推進事業
　　主催講座　4講座
　　クラブ活動　7クラブ
・貸館事業
・施設維持管理事業

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 小野田勤労青少年ホーム管理運営事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 1

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 小野田勤労青少年ホーム No 357

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 2 勤労青少年ホーム費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1
小野田勤労青少年ホー

ム管理運営費



その他

C
事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

C
事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

事業完了 事業完了

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

合　　　計 265,000 264,900 合　　　計 265,000 264,900

一 般 財 源

264,900そ の 他 265,000

県 支 出 金支
出
内
訳

勤労青少年ホーム費 265,000 264,900

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）

老朽化した備品の更新である為、評価指標は設けていな
い。

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

勤労青少年ホーム運営
業務費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
社会情勢の変化等により、35歳未満の勤労青
少年の利用は年々減少しつつある。ただ、卓
球やバドミントンの利用者は貸館を含め増加
傾向にある。特に卓球は勤労青少年ホームの
クラブでの利用者が多く、毎週火曜日の夜間
には30名を超える利用がある。当館（公民館
を含む）は利用者の割には卓球台の保有が少
なく、老朽化している台もあり危険である。

ＳＯＳ健康づくり計画の一環としての事業で
あり、健康増進等、医療費の削減にもつなが
るものである。

健康づくりの観点からも高千帆地区は卓球
愛好者が多く、その地域ニーズに勤労青少
年ホーム（公民館を含む）として応えるた
め、卓球台の充足が不可欠である。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 新規 臨時

事業名 小野田勤労青少年ホーム運営事業（卓球台購入）

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 1

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 小野田勤労青少年ホーム No 358

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 2 勤労青少年ホーム費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 1
小野田勤労青少年ホー

ム管理運営費



その他

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

B
事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

利用者増加、特に勤労青少年の利用促進を目指す。現在、休館日が多
い。（火・水曜日、祝日）利用者が安全かつ快適に館利用できるよう、施
設の改修等も必要。合併により設置目的が同一の施設が２か所存在し
ている。検討が必要。

主催講座、クラブ活動支援を行い、勤労者の利用促進を目指す。（年度
途中に2ヶ月間休館したことにより、来場者数は昨年度7,279人より減少
しているが、月平均をみると、来場者は増加している。）
小野田勤労青少年ホームとの機能統合や開館日について検討を行う。
適宜、修繕工事等を行っていく必要性がある。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある
C　有効性について検討が

必要である
C　効率性について検討が

必要である
C　あまり目標を達成していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

1.5 4,376,200

合　　　計 3,404,000 2,699,080 合　　　計 3,404,000 2,699,080

一 般 財 源 2,918,000

613,447

2,085,633

そ の 他 486,000

県 支 出 金支
出
内
訳

勤労青少年ホーム費 3,404,000 2,699,080

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

１０，０００人 ６，５９３人 １０，０００人 ６，５９３人
％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）利用者数 利用者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
65.9

勤労青少年ホーム運営
事業費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
昭和50年 勤労青少年福祉法に基づき、勤労
青少年の福祉増進と健全な育成を図るための
福祉施設として勤労青少年ホームを設置、維
持管理を行う。近年では、勤労青少年（35歳
未満）を取り巻く雇用環境の変化により、勤
労青少年の利用は減少傾向にあり、条例第５
条適用の特例使用が多い状況となっている。

勤労青少年（35歳未満）に限ることなく、利
用できる対象年齢を広げ、クラブ活動推進を
行う。また、スポーツ、文化振興等の目的の
為、活動場所が必要な団体または個人に貸館
業務を行う。また、利用者が安全、かつ快適
に館利用ができるよう、施設の維持整備を行
う。

・主催講座・クラブ活動推進事業
　　　主催講座　1講座
　　　クラブ活動　4クラブ
・貸館事業
・施設維持管理事業

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 経常

事業名 山陽勤労青少年ホーム運営事業

予算費目
款 5 労働費 項

一般細　目 1

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 山陽勤労青少年ホーム No 359

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 2 勤労青少年ホーム費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 2
山陽勤労青少年ホーム

管理運営費



その他

C
事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

C
事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

4 ACTION
課 題 改 善 策

工事完了 工事完了

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

B　必要性がある B　有効性が認められる B　効率性が認められる
D　数値設定があいまいである
又は実績値を把握していない

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

合　　　計 4,419,500 4,419,450 合　　　計 4,419,500 4,419,450

一 般 財 源

4,419,450そ の 他 4,419,500

県 支 出 金支
出
内
訳

勤労青少年ホーム費 4,419,500 4,419,450

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入 予算現額（円） 決算額（円）

％

2 DO

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度
（B/A）改修事業である為、評価指標は設けていない。

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
0

勤労青少年ホーム運営
業務費

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順
平成22年6月28日に建物の壁面に張り付けて
いたモルタルの剥離を確認し、直ちに打診調
査を行った結果、建物壁面の約7割程度の剥
離を確認した。

貸館業務の安全性の確保 平成22年度全体の約3分の1を緊急工事。平
成24年度、残り約3分の2の補修工事実施。

事務区分　(根拠法令) 自治事務 予算種別 継続 臨時

事業名 山陽勤労青少年ホーム改修事業（外壁補修）

予算費目
款 5 労働諸費 項

一般細　目 1

　　　　　平成２４年度　事務事業評価シート

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

11 多様な働く場の確保

課名 山陽勤労青少年ホーム No 360

勤労者福祉の推進

1 労働諸費 目 2 勤労青少年ホーム費

会計種別

2 労働環境の向上 4

細々目 2
山陽勤労青少年ホーム

管理運営費


